
  
  
  
  

「市街地再開発事業における借家人転出に伴う 
補償の考え方（提言案）」に寄せて 

―区分所有法の改正等をふまえた借家人補償のあり方の一考察― 
 

 

 

 

 

11．．ははじじめめにに  

市街地再開発事業やマンション建替え事業に弁

護士として関わると共に、民間の建替えに伴う権

利調整、特に賃貸借契約解消に向けた交渉・訴訟

を数多く担当してきたが、令和 6年 10月より一般

財団法人土地総合研究所の主催する「借家人立退

料研究会」（以下「本研究会」という）に参加させ

て頂き、先生方と議論を重ねてきた。 

今般、土地総合研究所において「市街地再開発

事業における借家人転出に伴う補償の考え方（提

言案）」（以下「本提言」という）を公表するにあ

たり、本研究会参加者としてこれまで本研究会で

なされてきた議論や近時改正された建物の区分所

有等に関する法律（以下「区分所有法」という）

の新たな制度を踏まえて所感を述べさせていただ

く。 

 

22．．市市街街地地再再開開発発事事業業ににおおけけるる借借家家人人転転出出時時のの補補  

償償ににつついいてて  

市街地再開発事業 のうち第一種市街地再開発事

業において、施行地区内の建物を賃借している賃

借人に対しては新たに建築される施設建築物の一

部について借家権の取得を希望するか否かの選択

権が与えられるところ、借家権の取得を希望しな 

 
                                                      
 * 野田総合法律事務所パートナー弁護士 
明海大学非常勤講師 
再開発コーディネーター協会個人正会員 

弁護士・不動産鑑定士  蒲原 茂明* 
かんばら しげあき 

 
  

い旨の申出（都市再開発法（以下「法」という） 

71条 3項）を行った賃借人は、法 97条に基づく 

補償1の他に法 91条に基づく対価補償2を受けるこ

とができるか、実務上様々な議論がなされ、混乱

した状況が続いていたと言える。 

こうした市街再開発事業における借家人に対す

る補償の扱いにおける混乱は、マンション建替え

において建替え決議がなされた場合の借家人に対

する補償のあり方や民間の建替え事案において賃

貸人が正当事由に基づき解約申入れないし契約更

新を拒絶した場合の立退料の考え方にも大きな影

響を与えてきた。 

 

33．．東東京京地地裁裁平平成成 2277年年 66月月 2266日日判判決決・・東東京京高高裁裁  

平平成成 2277年年 1111月月 1199日日判判決決ににつついいてて  

市街地再開発事業おける借家人への補償のあり

方について混乱した状況にあった中、平成27年に 

 

                                                      
1 施行者は、施行地区内の土地の占有者及び当該土地に

ある物件を占有している者で物件に関し権利を有する

者が、これらの土地若しくは物件の引渡し等により通常

受ける損失を補償しなければならないとされている（法

97条1項、96条１項）。 
2 施行者は、施行地区内の宅地若しくは建築物又はこれ

らに関する権利を有する者で、法の規定により権利変換

期日において当該権利を失い、かつ、当該権利に対応し

て施設建築物敷地若しくはその共有持分、施設建築物の

一部等又は施設建築物の一部について借家権を与えら

れない者に対し、その補償を支払わなければならないと

されている（法91条）。 

特集  市街地再開発事業における借家人転出に伴う補償の考え方について  
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「市街地再開発事業における借家人転出に伴う 
補償の考え方（提言案）」に寄せて 

―区分所有法の改正等をふまえた借家人補償のあり方の一考察― 
 

 

 

 

 

11．．ははじじめめにに  

市街地再開発事業やマンション建替え事業に弁

護士として関わると共に、民間の建替えに伴う権

利調整、特に賃貸借契約解消に向けた交渉・訴訟

を数多く担当してきたが、令和 6年 10月より一般

財団法人土地総合研究所の主催する「借家人立退

料研究会」（以下「本研究会」という）に参加させ

て頂き、先生方と議論を重ねてきた。 

今般、土地総合研究所において「市街地再開発

事業における借家人転出に伴う補償の考え方（提

言案）」（以下「本提言」という）を公表するにあ

たり、本研究会参加者としてこれまで本研究会で

なされてきた議論や近時改正された建物の区分所

有等に関する法律（以下「区分所有法」という）

の新たな制度を踏まえて所感を述べさせていただ

く。 

 

22．．市市街街地地再再開開発発事事業業ににおおけけるる借借家家人人転転出出時時のの補補  

償償ににつついいてて  

市街地再開発事業 のうち第一種市街地再開発事

業において、施行地区内の建物を賃借している賃

借人に対しては新たに建築される施設建築物の一

部について借家権の取得を希望するか否かの選択

権が与えられるところ、借家権の取得を希望しな 
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明海大学非常勤講師 
再開発コーディネーター協会個人正会員 

弁護士・不動産鑑定士  蒲原 茂明* 
かんばら しげあき 

 
  

い旨の申出（都市再開発法（以下「法」という） 

71条 3項）を行った賃借人は、法 97条に基づく 

補償1の他に法 91条に基づく対価補償2を受けるこ

とができるか、実務上様々な議論がなされ、混乱

した状況が続いていたと言える。 

こうした市街再開発事業における借家人に対す

る補償の扱いにおける混乱は、マンション建替え

において建替え決議がなされた場合の借家人に対

する補償のあり方や民間の建替え事案において賃

貸人が正当事由に基づき解約申入れないし契約更

新を拒絶した場合の立退料の考え方にも大きな影

響を与えてきた。 

 

33．．東東京京地地裁裁平平成成 2277年年 66月月 2266日日判判決決・・東東京京高高裁裁  

平平成成 2277年年 1111月月 1199日日判判決決ににつついいてて  

市街地再開発事業おける借家人への補償のあり

方について混乱した状況にあった中、平成27年に 

 

                                                      
1 施行者は、施行地区内の土地の占有者及び当該土地に

ある物件を占有している者で物件に関し権利を有する

者が、これらの土地若しくは物件の引渡し等により通常

受ける損失を補償しなければならないとされている（法

97条1項、96条１項）。 
2 施行者は、施行地区内の宅地若しくは建築物又はこれ

らに関する権利を有する者で、法の規定により権利変換

期日において当該権利を失い、かつ、当該権利に対応し

て施設建築物敷地若しくはその共有持分、施設建築物の

一部等又は施設建築物の一部について借家権を与えら

れない者に対し、その補償を支払わなければならないと

されている（法91条）。 

特集  市街地再開発事業における借家人転出に伴う補償の考え方について  

  

 

実務に影響を与える裁判所の判断が示された。第

一種市街地再開発事業における借家人の補償につ

いて、法91条補償の額を0円として定めた権利変換

計画等の違法性が争われた事案において、東京地

裁平成27年6月26日判決は、法91条補償により補償

されるべき借家権の価額は0円と認めるのが相当

と判断し、その控訴審である東京高裁平成27年11

月19日判決においても結論が維持された3。 

裁判所が借家権価格を0円とすることが妥当で

あると判断した理由は次のようなものである。す

なわち、法71条は１項において権利変換を希望し

ない旨の申出、同３項において借家権の取得を希

望しない旨の申出について規定しているところ、

同条第１項においては「金銭給付を希望」するこ

とが規定されているのに対し、同条３項において

は「借家権の取得を希望しないこと」が規定され

ているにとどまり、「金銭給付を希望」することが

内容に含まれていない。この規定の書き分けは、

借家権は賃貸人の承諾なく第三者へ譲渡し得ない

ものであり、取引慣行自体が存在しないことが一

般的であって、客観的な取引価格を認識すること

が困難であることが通常であることに基づくため、

借家権を有する者は借家権の消滅の対価として当

然の何らかの金銭給付を受けられるものではない

ことを前提にしたものと解するのが相当と判断し

ている。また、明渡しによる損失の補償は、法97

条による補償により賄われることが予定されてい

るため、不随意の明渡しであるとしても法91条に

よる補償を受けられるべきと解さなければならな

いわけではないとしている。 

当該裁判例以降、実務上借家権価格の補償を行

うケースは極めて少なくなっているという意見が

ある。ただし、この点については地域や借家人の

属性によって異なることも考えられる。 

 

 

                                                      
3 当該裁判例については、島田博文（2016年）「都市再

開発法 91条 1項に基づく借家権者の対価補償の要否と

借家権価格」不動産研究 58号 107頁に詳細に解説され

ている。 

44．．区区分分所所有有法法のの改改正正ににつついいてて  

(1)区分所有法の改正法案が令和 7年 5月 23日に

可決成立し、同月 30日に公布された。同改正法は

令和 8年 4月 1日に施行される。今回の区分所有

法の改正は平成 14年以来の約 23年ぶりの大改正

であり様々な論点が改正されているが、以下では

特に区分所有建物を賃借している賃借人との関係

において新設された賃貸借の終了請求について確

認する。 

(2)賃貸借の終了請求にかかる制度 

改正法においては次の条文が新たに創設されて

いる。 

 

 

 

 

 

改正法第 64 条の 2 建替え決議があったと

きは、建替え決議に賛成した各区分所有者若

しくは建替え決議の内容により建替えに参

加する旨を回答した各区分所有者（これらの

者の承継人を含む。）若しくはこれらの者の

全員の合意により賃貸借の終了を請求する

ことができる者として指定された者又は賃

貸されている専有部分の区分所有者は、当該

専有部分の賃借人に対し、賃貸借の終了を請

求することができる。 

２ 前項の規定による請求があったときは、

当該専有部分の賃貸借は、その請求があった

日から６月を経過することによって終了す

る。 

３ 第１項の規定による請求があったとき

は、当該専有部分の区分所有者は、当該専有

部分の賃借人（転借人を含む。第５項におい

て同じ。）に対し、賃貸借の終了により通常

生ずる損失の補償金を支払わなければなら

ない。 

４ 第１項の規定による請求をした者（当該

専 
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旧法下では、建替え決議がなされても専有部分

の賃貸借契約に直接的な影響を与えないとされ、

専有部分の賃借人に対しては、個別に賃貸借を終

了させる必要があった。建替え決議がなされたこ

とをもって賃貸借契約を終了させることができる

か否かについても議論があり、下級審の判断が分

かれていた（正当事由を肯定した事例として東京

地裁平成 20年 7月 18日判決4があり、否定した事

例として東京地裁平成 20 年 1 月 18 日判決5があ

る）。 

改正法により、建替え決議があったときは、賃

貸されている専有部分の区分所有者、建替え決議

に賛成した各区分所有者等は、専有部分の賃借人

に対し、賃貸借の終了を請求することができると

され、終了請求があった日から 6か月を経過する

ことによって当該専有部分の賃貸借は終了すると

された。 

賃借人は「賃貸借の終了により通常生ずる損失

の補償」を受けられるとされ、この補償は、公共

用地の取得に伴う損失補償基準（昭和 37年 10月

12日用地対策連絡協議会決定）における借家人等

が受ける補償（いわゆる通損補償6）と同水準とす

ることが想定されている（要綱案7第 2，1（2）ｱ

（ｱ）参照）。 

 

                                                      
4 東京地裁平成 20年 7月 18日判決 LLI06331747 
5 東京地裁平成 20年 1月 18日判決 WLJPCA01188016 
6 借家人に対する通損補償には、工作物補償、動産移転

料、移転雑費、借家人補償、営業補償（通常は営業休止

補償）がある。 
7 「区分所有法制の見直しに関する要綱案」（区分所有

法制部会資料 27-1） 

(3)法案検討段階における論点 

法案検討段階の中間試案8では、「建替え決議が

なされた場合の賃借権の消滅」にかかる制度とし

て、【A案】建替え決議において賃貸借が終了する

日（建替え決議から 6月ないし１年以降の確定日）

を定め、当該終了日において賃借権が終了する案、

【B 案】建替え決議があったときは、建替え決議

に参加した各区分所有者等から賃借人に対し賃借

権の消滅請求ができる。賃借人は消滅請求をした

者に対し、賃借権の消滅により通常生ずる損失の

補償金の支払いを請求することができるとする案、

さらに別案として、建替え決議があった場合にお

いて、賃貸人が賃借人に対し賃貸借の更新拒絶ま

たは解約申入れをするときは、借地借家法 28条の

規定（いわゆる正当事由にかかる規定）は適用し

ないとする案が示されていた。 

中間試案後のパブリックコメント等を踏まえた

検討がなされ、相当多数の団体的な意思決定によ

りなされる建替え決議等がされた場合において、

区分所有建物の全区分所有者が明渡し義務を負う

ことになるのに伴い専有部分の賃貸借関係にも影

響が生じると考えることには合理性があることや

区分所有建物の専用部分の賃借人は他の区分所有

者との間でも利害調整が必要となる特別な関係で

あることを踏まえ、中間試案における B案を基礎

として、建替え決議等があった場合に、賃借人が

一定の補償金の支払を受けられることを前提に賃

貸借を終了させる制度（中間試案では「賃貸借の

消滅」とされていたが「賃貸借の終了」に改めら

れている）が創設されることとなった9。また賃借

人の利益の保護の観点から明渡義務については補

償金の支払と同時履行とすることなった10。 

(4)通常生ずる損失の補償金の算定ついて 

上述のとおり「賃貸借の終了により通常生ずる

損失の補償」については公共用地の取得に伴う損

失補償基準と同水準とすることが想定されている

                                                      
8 「区分所有法制の改正に関する中間試案」 
9 「区分所有法制の改正に関する要綱案の取りまとめに

向けた検討（2）」区分所有法制部会資料 21・43頁 
10 前掲部会資料 21・45頁 

有部分の区分所有者を除く。）は、当該専有部

分の区分所有者と連帯して前項の債務を弁済

する責任を負う。 

５ 専有部分の賃借人は、第２項の規定により

当該専有部分の賃貸借が終了したときであっ

ても、前２項の規定による補償金の提供を受け

るまでは、当該専有部分の明渡しを拒むことが

できる。 
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旧法下では、建替え決議がなされても専有部分

の賃貸借契約に直接的な影響を与えないとされ、

専有部分の賃借人に対しては、個別に賃貸借を終

了させる必要があった。建替え決議がなされたこ

とをもって賃貸借契約を終了させることができる

か否かについても議論があり、下級審の判断が分

かれていた（正当事由を肯定した事例として東京

地裁平成 20年 7月 18日判決4があり、否定した事

例として東京地裁平成 20 年 1 月 18 日判決5があ

る）。 

改正法により、建替え決議があったときは、賃

貸されている専有部分の区分所有者、建替え決議

に賛成した各区分所有者等は、専有部分の賃借人

に対し、賃貸借の終了を請求することができると

され、終了請求があった日から 6か月を経過する

ことによって当該専有部分の賃貸借は終了すると

された。 

賃借人は「賃貸借の終了により通常生ずる損失

の補償」を受けられるとされ、この補償は、公共

用地の取得に伴う損失補償基準（昭和 37年 10月

12日用地対策連絡協議会決定）における借家人等

が受ける補償（いわゆる通損補償6）と同水準とす

ることが想定されている（要綱案7第 2，1（2）ｱ

（ｱ）参照）。 

 

                                                      
4 東京地裁平成 20年 7月 18日判決 LLI06331747 
5 東京地裁平成 20年 1月 18日判決 WLJPCA01188016 
6 借家人に対する通損補償には、工作物補償、動産移転

料、移転雑費、借家人補償、営業補償（通常は営業休止

補償）がある。 
7 「区分所有法制の見直しに関する要綱案」（区分所有

法制部会資料 27-1） 

(3)法案検討段階における論点 

法案検討段階の中間試案8では、「建替え決議が

なされた場合の賃借権の消滅」にかかる制度とし

て、【A案】建替え決議において賃貸借が終了する

日（建替え決議から 6月ないし１年以降の確定日）

を定め、当該終了日において賃借権が終了する案、

【B 案】建替え決議があったときは、建替え決議

に参加した各区分所有者等から賃借人に対し賃借

権の消滅請求ができる。賃借人は消滅請求をした

者に対し、賃借権の消滅により通常生ずる損失の

補償金の支払いを請求することができるとする案、

さらに別案として、建替え決議があった場合にお

いて、賃貸人が賃借人に対し賃貸借の更新拒絶ま

たは解約申入れをするときは、借地借家法 28条の

規定（いわゆる正当事由にかかる規定）は適用し

ないとする案が示されていた。 

中間試案後のパブリックコメント等を踏まえた

検討がなされ、相当多数の団体的な意思決定によ

りなされる建替え決議等がされた場合において、

区分所有建物の全区分所有者が明渡し義務を負う

ことになるのに伴い専有部分の賃貸借関係にも影

響が生じると考えることには合理性があることや

区分所有建物の専用部分の賃借人は他の区分所有

者との間でも利害調整が必要となる特別な関係で

あることを踏まえ、中間試案における B案を基礎

として、建替え決議等があった場合に、賃借人が

一定の補償金の支払を受けられることを前提に賃

貸借を終了させる制度（中間試案では「賃貸借の

消滅」とされていたが「賃貸借の終了」に改めら

れている）が創設されることとなった9。また賃借

人の利益の保護の観点から明渡義務については補

償金の支払と同時履行とすることなった10。 

(4)通常生ずる損失の補償金の算定ついて 

上述のとおり「賃貸借の終了により通常生ずる

損失の補償」については公共用地の取得に伴う損

失補償基準と同水準とすることが想定されている

                                                      
8 「区分所有法制の改正に関する中間試案」 
9 「区分所有法制の改正に関する要綱案の取りまとめに

向けた検討（2）」区分所有法制部会資料 21・43頁 
10 前掲部会資料 21・45頁 

有部分の区分所有者を除く。）は、当該専有部

分の区分所有者と連帯して前項の債務を弁済

する責任を負う。 

５ 専有部分の賃借人は、第２項の規定により

当該専有部分の賃貸借が終了したときであっ

ても、前２項の規定による補償金の提供を受け

るまでは、当該専有部分の明渡しを拒むことが

できる。 

が、現時点においては、その算定方法の詳細や適

正性判断がどのようになされるのか定まっていな

い。この点、補償金額の相当性を認定するため非

訟事件の手続を創設すべきとの考え方も議論され

たが採用されていない（中間試案の補足説明1178

頁参照）。改正法では補償金の支払いを受けるまで

は賃借人は明渡しを拒絶できるとされているもの

の、補償額の相当性について協議が整わない場合 

の手続が明らかになっていない。市街地再開発事

業における法 97条補償における手続12との異同が

注目される。 

(5)建替え実務に与える影響 

これまでマンション建替え事業の現場では、組

合員の合意形成が進んできた段階に至ると各専有

部分の賃貸借関係の整理が重要な問題として意識

されてきた。建替え決議を得ても当然に賃貸借契

約が終了する訳ではないため、賃借人が協力的で

ない場合、特に賃借人から借家権価格を含めた多

額の立退料を要求される場合など、一区分所有者

の負担では対応できないような例も見受けられた。

今般、建替え決議後の事業推進において最大の障

壁とも解された専有部分の賃貸借の終了に向けた

法制度が確立したことは建替え実務において極め

て大きな影響を与えるものと思われる。 

 

５５．．本本提提言言とと残残さされれたた課課題題  

(1)本提言は、第一種市街地再開発事業における借

家人の転出にあたっても、土地収用事業、第二種

市街地再開発事業等と同様に、借家権補償は行わ

ず、通損補償を行うことを改めて提案するもので

ある。また、通損補償の算定にはいわゆる用対連

基準を用い、借家人に特別な事情があるときは各

                                                      
11 「区分所有法制の改正に関する中間試案の補足説明

（令和５年 7月法務省民事局参事官室） 
12 市街地再開発事業においては、通損補償額について

は施行者と賃借人が協議しなければならないとされ（法

97条 1項）、明渡期限までに協議が成立していないとき

は審査委員の過半数の同意を得て定めた金額を支払う

こととなり（同条 3項）、不服がある場合には、収用委

員会に対して裁決を求めることができるとされている

（法 97条４項。ただし、この場合でも事業の進行は停

止されない。法 97条 5項、法 85条 2項）。 

補償項目の算定において一定の配慮を行うことを

求めている。上述した実務動向や区分所有法の改

正を踏まえて見ても妥当な内容であると考える。

残された課題としては、市街地再開発事業におけ

る借家人に対する補償の考え方と正当事由解約な

いし更新拒絶における立退料の考え方との整合性

をどう図るのか、また市街地再開発事業における

借家人の扱いとマンション建替え事業・借地借家

法28条の正当事由の考え方との整理をどこまで行

うべきなのかという点が考えられる。 

(2)正当事由に基づく建物明渡請求訴訟の動向 

民間における建替えに伴い賃貸借契約の終了を

求める場合、借地借家法 28条のいわゆる正当事由

が必要となるが、正当事由を補完する立退料の内

容や算定方法については様々な考え方があり、実

務は未だ混沌している状況にあると言える。実務

家の中には、立退料の内容には、移転雑費、借家

権価格、営業補償などが含まれるとする考え13や

借家権価格の経済的価値についての清算が考慮さ

れるべきとする考えもあり14、実際の訴訟では賃

貸人賃借人それぞれの立場から異なる見解が主張

されるところとなる。 

正当事由を補完する立退料について最高裁は、

昭和 46年 6月に「解約の申入が金員の提供を伴う

ことによりはじめて正当事由を有することになる

ものと判断されるときでも、右金員が、明渡によ

って借家人の被るべき損失の全部を補償するに足

りるものでなければならない理由はない」15と判

示し、さらに同年 11月に「金員の提供は、それの

みで正当事由となるものではなく、他の諸般の事

情と綜合考慮され、相互に補充しあって正当事由

の判断の基礎となるものであるから、解約の申入

が金員の提供を伴うことによりはじめて正当事由

                                                      
13 稻元洋之助他編（2019年）「コンメンタール借地借家

法（第４版）」日本評論社 236頁 
14 澤野順彦（2013年）「論点 借地借家法」青林出版

220頁では「借家権が存することは賃借人にとって建物

を利用することによる経済的利益が認められることか

ら、その権利としての経済的価値は少なからず認められ

る」とされている。 
15 最高裁昭和 46年 6月 17日判決・集民 103号 135頁 
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を有することになるものと判断される場合であっ

ても、右金員が、明渡によって借家人の被るべき

損失のすべてを補償するに足りるものでなければ

ならない理由はない」と判示している16。 

下級審の裁判例では立退料についての考えは

様々だが、例えば東京高裁平成 12年 3月 23日判

決は「高額な敷地権価格と僅かな建物価格の合計

額を基に、これに一定割合を乗じて算出されるい

わゆる借家権価格によって立退料を算出するのは、

正当事由があり賃貸借が終了するのに、あたかも

賃借権が存在するかのような前提に立って立退料

を算定するもので、思考として一貫性を欠き相当

ではない」と判示している17。 

令和に入ってからの正当事由に基づく明渡請求

訴訟の裁判例を見ても、裁判所の立退料について

の考え方は必ずしも一様ではない。 

立退料の具体的内容を示さない裁判例181920212223、

賃料の一定月数相当額をもって妥当な立退料とす

る裁判例2425262728も散見される。一方で、借家権価

格を立退料の主たる要素として捉えている裁判例

も少なからず存在する2930313233343536。もっとも、通

                                                      
16 最高裁昭和 46年 11月 25日判決・民集 25巻 8号 1343

頁 
17 東京高裁平成 12年 3月 23日判決・判タ 1064号 309

頁 
18 東京地裁令和元年 10月 28日判決・WLJPCA10288014 
19 東京地裁令和 3年 7月 16日判決・WLJPCA07168023 
20 東京地裁令和 3年 8月 18日判決・WLJPCA08188007 
21 東京地裁令和 3年 12月 24日判決・WLJPCA12248002 
22 東京地裁令和 5年 3月 2日判決・WLJPCA03028017 
23 東京地裁令和 5年 9月 11日判決・LLI0784512 
24 東京地裁令和 2年 1月 20日判決・WLJPCA01208001 
25 東京地裁令和 2年 2月 18日判決・WLJPCA02188010 
26 東京地裁令和 3年 12月 14日判決・WLJPCA12148003 
27 東京地裁令和 3年 12月 15日判決・WLJPCA12158012 
28 東京地裁令和 4年 9月 9日判決・WLJPCA09098006 
29 東京地裁令和元年 10月８日判決・WLJPCA10088008 
30 東京地裁令和元年 12月 5日判決・WLJPCA12058006 
31 東京地裁令和 2年 3月 12日判決・WLJPCA03128016（た

だし、借家権価格を算定した賃貸人提出の鑑定に基づく

判断である） 
32 東京地裁令和 2年 3月 24日判決・WLJPCA03248019 
33 東京地裁令和 4年 3月 4日判決・WLJPCA03048006 
34 東京地裁令和 4年 7月 20日判決・WLJPCA07208010（借

家権価格の 50％が移転補償費に加算されている） 
35 東京地裁令和 5年 7月 13日判決・WLJPCA07138016 

損補償をもって立退料とすることを妥当とする裁

判例も多く見られ3738394041424344、裁判所自ら積極的

に通損補償の細目について判断を行っているもの

も見受けられる4546。 

なお、通損補償の算定において借家人補償を控

除し、その代わりに不動産鑑定評価基準を適用な

いし準用した借家権価格の全部又は一部を加算し

て相当な立退料としている裁判例も見られる4748。

しかし、賃借人の特別事情と借家権価格との間に

関連性は認められないはずであり、特別事情の評

価には、借家権価格に捉われず、事案に応じたき

め細やかな判断がなされるべきである。今般の区

分所有法の改正や市街地再開発事業における借家

人に対する補償のあり方が、今後、正当事由に基

づく解約ないし更新拒絶に係る建物明渡請求訴訟

の帰趨にも影響を与えていくと考えられる。 

(3)市街地再開発事業とマンション建替え・借地借 

家法 28条の正当事由との関係 

第一種市街地再開発事業が予定されている区域

内にある建物賃借人に対しては、再開発事業との

関係では権利変換手続よる施設建築物への再入居

が認められることになる。そうであるとして、再

開発事業予定区域内に存する区分所有建物におい 

 

                                                                                
36 東京地裁令和 6年 1月 29日判決・WLJPCA01298009 
37 東京地裁令和元年 9月 3日判決・WLJPCA09038007 
38 東京地裁令和 2年 1月 16日判決・WLJPCA02168009（借

家権価格を加算することを明示的に否定している） 
39 東京地裁令和 2年 12月 10日判決・WLJPCA12108014

（借家権価格の鑑定とされているがその内実は移転補

償費の算定となっている） 
40 東京地裁令和 4年 1月 19日判決・WLJPCA01198001 
41 東京地裁令和 4年 4月 27日判決・WLJPCA04278006（狭

義の借家権価格を立退料の参考資料として用いている） 
42 東京地裁令和 4年 6月 27日判決・WLJPCA06278004 
43 東京地裁令和 4年 12月 26日判決・WLJPCA12268021

（建替えの必要性が高いことから移転補償の１/３程度

が立退料として相当と判断している） 
44 東京地裁令和 5年 3月 23日判決・WLJPCA03238049（建

替えの必要性等を踏まえ、通損補償額の２/３に相当す

る額を立退料として相当と判断している） 
45 東京地裁令和 4年 4月 28日判決・LLI07731421 
46 東京地裁令和 4年 5月 25日判決・LLI07731765 
47 東京地裁令和 5年 3月 23日判決・WLJPCA03238035 
48 東京地裁令和 6年 2月 16日判決・WLJPCA02166009 
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を有することになるものと判断される場合であっ

ても、右金員が、明渡によって借家人の被るべき

損失のすべてを補償するに足りるものでなければ

ならない理由はない」と判示している16。 

下級審の裁判例では立退料についての考えは

様々だが、例えば東京高裁平成 12年 3月 23日判

決は「高額な敷地権価格と僅かな建物価格の合計

額を基に、これに一定割合を乗じて算出されるい

わゆる借家権価格によって立退料を算出するのは、

正当事由があり賃貸借が終了するのに、あたかも

賃借権が存在するかのような前提に立って立退料

を算定するもので、思考として一貫性を欠き相当

ではない」と判示している17。 

令和に入ってからの正当事由に基づく明渡請求

訴訟の裁判例を見ても、裁判所の立退料について

の考え方は必ずしも一様ではない。 

立退料の具体的内容を示さない裁判例181920212223、

賃料の一定月数相当額をもって妥当な立退料とす

る裁判例2425262728も散見される。一方で、借家権価

格を立退料の主たる要素として捉えている裁判例

も少なからず存在する2930313233343536。もっとも、通

                                                      
16 最高裁昭和 46年 11月 25日判決・民集 25巻 8号 1343

頁 
17 東京高裁平成 12年 3月 23日判決・判タ 1064号 309

頁 
18 東京地裁令和元年 10月 28日判決・WLJPCA10288014 
19 東京地裁令和 3年 7月 16日判決・WLJPCA07168023 
20 東京地裁令和 3年 8月 18日判決・WLJPCA08188007 
21 東京地裁令和 3年 12月 24日判決・WLJPCA12248002 
22 東京地裁令和 5年 3月 2日判決・WLJPCA03028017 
23 東京地裁令和 5年 9月 11日判決・LLI0784512 
24 東京地裁令和 2年 1月 20日判決・WLJPCA01208001 
25 東京地裁令和 2年 2月 18日判決・WLJPCA02188010 
26 東京地裁令和 3年 12月 14日判決・WLJPCA12148003 
27 東京地裁令和 3年 12月 15日判決・WLJPCA12158012 
28 東京地裁令和 4年 9月 9日判決・WLJPCA09098006 
29 東京地裁令和元年 10月８日判決・WLJPCA10088008 
30 東京地裁令和元年 12月 5日判決・WLJPCA12058006 
31 東京地裁令和 2年 3月 12日判決・WLJPCA03128016（た

だし、借家権価格を算定した賃貸人提出の鑑定に基づく

判断である） 
32 東京地裁令和 2年 3月 24日判決・WLJPCA03248019 
33 東京地裁令和 4年 3月 4日判決・WLJPCA03048006 
34 東京地裁令和 4年 7月 20日判決・WLJPCA07208010（借

家権価格の 50％が移転補償費に加算されている） 
35 東京地裁令和 5年 7月 13日判決・WLJPCA07138016 

損補償をもって立退料とすることを妥当とする裁

判例も多く見られ3738394041424344、裁判所自ら積極的

に通損補償の細目について判断を行っているもの

も見受けられる4546。 

なお、通損補償の算定において借家人補償を控

除し、その代わりに不動産鑑定評価基準を適用な

いし準用した借家権価格の全部又は一部を加算し

て相当な立退料としている裁判例も見られる4748。

しかし、賃借人の特別事情と借家権価格との間に

関連性は認められないはずであり、特別事情の評

価には、借家権価格に捉われず、事案に応じたき

め細やかな判断がなされるべきである。今般の区

分所有法の改正や市街地再開発事業における借家

人に対する補償のあり方が、今後、正当事由に基

づく解約ないし更新拒絶に係る建物明渡請求訴訟

の帰趨にも影響を与えていくと考えられる。 

(3)市街地再開発事業とマンション建替え・借地借 

家法 28条の正当事由との関係 

第一種市街地再開発事業が予定されている区域

内にある建物賃借人に対しては、再開発事業との

関係では権利変換手続よる施設建築物への再入居

が認められることになる。そうであるとして、再

開発事業予定区域内に存する区分所有建物におい 

 

                                                                                
36 東京地裁令和 6年 1月 29日判決・WLJPCA01298009 
37 東京地裁令和元年 9月 3日判決・WLJPCA09038007 
38 東京地裁令和 2年 1月 16日判決・WLJPCA02168009（借

家権価格を加算することを明示的に否定している） 
39 東京地裁令和 2年 12月 10日判決・WLJPCA12108014

（借家権価格の鑑定とされているがその内実は移転補

償費の算定となっている） 
40 東京地裁令和 4年 1月 19日判決・WLJPCA01198001 
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義の借家権価格を立退料の参考資料として用いている） 
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43 東京地裁令和 4年 12月 26日判決・WLJPCA12268021

（建替えの必要性が高いことから移転補償の１/３程度

が立退料として相当と判断している） 
44 東京地裁令和 5年 3月 23日判決・WLJPCA03238049（建

替えの必要性等を踏まえ、通損補償額の２/３に相当す

る額を立退料として相当と判断している） 
45 東京地裁令和 4年 4月 28日判決・LLI07731421 
46 東京地裁令和 4年 5月 25日判決・LLI07731765 
47 東京地裁令和 5年 3月 23日判決・WLJPCA03238035 
48 東京地裁令和 6年 2月 16日判決・WLJPCA02166009 

て区分所有法上の建替え決議ないし建物敷地売却

決議49を行うことは可能なのか、その場合に賃借

人に対して賃貸借の終了請求を行うことができる

のか、法制度上の均衡を図ることが求められる。

さらに、市街地再開発事業が予定されている区域

内の建物の一部を賃借している賃借人に対して、

市街地再開発事業と切り離して、賃貸人が正当事

由に基づき解約申入れないし更新拒絶を行った場

合の建物明渡請求における正当事由の判断や適正

な立退料の求め方についても整合性を持った運用

が期待される。 

                                                      
49 改正法では建物の再生方法の一つとして区分所有建

物及びその敷地を一括して売却することを可能とする

建物敷地売却決議の制度が創設され（改正区分所有法

64条の 7）、当該決議がなされた場合にも、賃貸借の終

了請求ができることが規定されている（改正区分所有法

64条の 7第 3項、64条の 2）。 
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